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第 1 章 本研究の背景 
 














































（ 1）雇用者数の推移  
 
まず，表 1－ 1 に 2005～2015 年の雇用の動向を示した。常雇のある経営体数
は 2005 年の 2.8 万から 2015 年の 5.4 万へと 10 年間で 2.6 万経営体増加し，
総経営体数に占める割合も 1.4％から 3.9％へ増加している。常雇人数は 12.9
万人から 22 万人へと 9.1 万人の増加である。特に 2010 年から 2015 年の 5 年
間で常雇人数が 6.7 万人増加しており，2005 年からの 5 年間と比較して増加が
著しい。 
家族経営体と組織経営体で分けて見てみると，2005 年の経営体数はそれぞれ




2005 年の家族経営体が 6.1 万人，組織経営体が 6.8 万人であったが， 2015 年
3 
 
にはそれぞれ 10 万人と 12.1 万人となっており，特に組織経営体の常雇人数の
増加が著しい。1 家族経営体あたりの常雇人数は，2005 年が 2.9 人，2010 年が
2.2 人，2015 年が 2.5 人となっていて，特に 2005～2010 年にかけての経営体
数と常雇人数の増加がほぼ同数であることから，従業員が少ない経営体が増加
していることがわかる。組織経営体についても同様に，1 経営体あたり常雇人
数は 2005 年の 9.5 人から 2015 年は 8.6 人に減少していて，従業員の少ない経
営体が増加している。 






表 1－1 農業経営体における雇用の動向 
 
注：臨時雇は 2010 年センサスから調査方法が変更され，2005 年時点では分け
られていた「臨時雇」，「手伝い等」を統合し，「臨時雇」として調査している。
そのため，2005 年は「臨時雇」，「手伝い等」のデータを合計している。  
（単位：経営体数、人、100人日、％）
2005 2010 2015
経営体数 28,355 40,923 54,252
総数に占める割合 1.4 2.4 3.9
常雇人数 129,086 153,579 220,152
経営体数 21,202 31,909 40,177
総数に占める割合 1.1 1.9 3.0
常雇人数 61,151 71,114 99,550
1経営体あたり雇用者数 2.9 2.2 2.5
経営体数 7,153 9,014 14,075
総数に占める割合 25.5 29.1 42.7
常雇人数 67,935 82,465 120,602
1経営体あたり雇用者数 9.5 9.1 8.6
経営体数 481,392 426,698 289,948
人数 2,281,203 2,176,349 1,456,454

















まず，表 1－ 2 に常雇人数別農業経営体数を示した。常雇人数が「 2～4 人」
の農業経営体が最も多く，次に多い「 1 人」と合わせると，常雇のある農業経
営体の約 80％を占める。10 年間でどの雇用規模層も経営体数が増加している
ものの，「 1 人」，「2～ 4 人」を雇用する農業経営体の構成比がわずかに大きくな
っていることから，少人数を雇用する農業経営体が特に増加していることがわ
かる。さらに，農業経営体のうち家族経営体についてみると，「 1 人」の経営体





の経営体数が 5 千で最も多くを占め，次に「5～ 9 人」が 4 千経営体，「 1 人」が





でいるが，多くは 10 人以下の少人数の雇用である。 
次に，農産物販売金額別常雇人数規模別の農業経営体の分布を表 1－ 3 に示




～ 3,000 万円で 28％， 3,000～5,000 万円では 36％， 5,000 万～1 億円になると
半数の農業経営体が常雇を導入している。また，販売金額が大きくなるほど，
経営体の常雇人数も増えている。とはいうものの，販売金額 1,000 万～3 億円
の間は，どの階層も 2～ 4 人を雇用する経営体の割合が最も大きい。そして，
2015 年と 2005 年と比較すると，全ての販売金額層で常雇の導入が増えている。






用形態が変化した，の 3 点が可能性として考えられる。 
 




2005 2015 2005 2015
１　人 9,653 20,018 34.0 36.9
２ ～ ４ 11,877 22,999 41.9 42.4
５ ～ ９ 4,447 7,254 15.7 13.4
10 ～ 19 1,527 2,621 5.4 4.8
20 ～ 29 416 685 1.5 1.3
30 ～ 49 250 410 0.9 0.8
50人以上 185 265 0.7 0.5
計 28,355 54,252 100.0 100.0
１　人 8,621 17,888 40.7 44.5
２ ～ ４ 9,326 17,780 44.0 44.3
５ ～ ９ 2,691 3,739 12.7 9.3
10 ～ 19 434 648 2.0 1.6
20 ～ 29 75 81 0.4 0.2
30 ～ 49 30 27 0.1 0.1
50人以上 25 14 0.1 0.0
計 21,202 40,177 100.0 100.0
１　人 1,032 2,130 14.4 15.1
２ ～ ４ 2,551 5,219 35.7 37.1
５ ～ ９ 1,756 3,515 24.5 25.0
10 ～ 19 1,093 1,973 15.3 14.0
20 ～ 29 341 604 4.8 4.3
30 ～ 49 220 383 3.1 2.7
50人以上 160 251 2.2 1.8



































表 1－ 4 によると， 2005 年時点では女性を雇用した農業経営体は 2 万経営体
で，男性を雇用した農業経営体より約 2 千多く，雇用者数も女性が 1.7 万人多
い。しかし 2010 年になると，雇用農業経営体数はほぼ同数になり，雇用者数は
















1,251,719 98.4 1.6 0.8 0.7 0.1 0.0 0.0 0.0 0.5
1,000～
 2,000万円
67,020 83.9 16.1 7.2 7.3 1.3 0.2 0.1 0.0 6.3
2,000～
 3,000万円
23,181 72.1 27.9 9.0 14.3 4.0 0.5 0.1 0.0 13.1
3,000～
 5,000万円
18,346 64.4 35.6 9.2 16.8 7.9 1.5 0.2 0.1 19.2
5,000万円
 ～１億円
10,451 49.9 50.1 10.9 19.0 12.7 6.3 0.9 0.3 32.9
１～３億円 4,722 27.6 72.4 11.2 24.7 17.6 11.9 4.0 2.9 58.3
３～５億円 896 13.5 86.5 2.9 16.9 26.0 23.4 7.6 9.7 76.1
５億以上 931 9.1 90.9 1.3 6.7 13.5 23.6 14.6 31.1 77.1
































が 1 人，2～4 人の常雇人数であり，この人数であれば家族員が従業員を直接マ
05～15年
年 2005 2010 2015 増減率
17,881 27,548 38,471 115.2
20,085 27,365 35,453 76.5
男 56,186 74,672 112,624 100.4









































 ③ 10 年間で，特に男性の常雇が増加し，女性と数が逆転している。年齢層を
見ると，44 歳以下が約半数を占めており，女性と比較すると若い常雇が多い。



































































1 万 2 千人程度で推移しており，同程度の水準が継続すると見込まれていた注
2）。工程表注 3）には新規就農青年の確保者数のみ記載され，具体的な対策につい
ては記載されなかった。 
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第 2 章 既往研究の整理と本研究の理論的位置づけ  
 











































































































































































































































第 3 節  職場学習論に関する既往研究  
 
近年，人的資源開発論，経験学習論，組織行動論において，「職場」を「学習








は，「 OJT の一般的理解が，ともすれば同僚 -同期間や上位者-部下間などの職場
に偏在する，より多様な主体間で営まれる社会的相互作用を通じて生起する学
習を見逃すことになってしまった」こと，「人材開発施策を語る主要な概念が
OJT と Off-JT しかなく，それらは別々のものとして語られ，個々に現場で実装











































山［ 66］，金沢［ 67］，津田［ 68］），そのうちの一つである農業就業体験を経て就
農を希望した者の事例分析はされているものの，農業を選択しなかった者に関
する研究はほとんど見当たらず，農業就業体験が就農希望者に与える影響に関
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第 3 章 認定農業者における法人化の意向と経営管理能力  
 
第 1 節  背景と課題 
 
平成 26 年 6 月に閣議決定された「日本再興戦略」において，農業における







































農業者のうち法人を除く 1，787 名で，質問紙の回収率は 44.5％（795 名）であ
った。 
 
第 3 節  結果 
 
（ 1）回答者の属性と法人化の意向  
 
 まず，回答者の全般的な特徴を示すと，販売額が 1 位の作目は土地利用型が
50.6％，野菜 16.8％，茶 9.1％，果樹 10.2％，花 5.5％，畜産 6.1％，その他
1.6％となっている。販売金額は 1 千万円未満が 55.6％と半数以上を占めてお
り， 1～3 千万円 29.9％，3～5 千万円 6.7％，5 千万円以上 7.9％である。後継
者は 42.1％が「有」， 34.3％が「無」， 23.6％が「未定」であった。 
































































表 3－2 属性別法人化意向 
 
注：表中（  ）内の％は無回答を除く 
 
（ 2）因子分析による経営管理能力の検討  
 
経営管理に関する質問 30 項目に対し因子分析を行った。スクリープロット
と寄与率から因子数 4 と判断し，再度 4 因子を仮定し主因子法，プロマックス
回転により分析を行った。さらに因子負荷量 0.400 以下の項目を除外し因子分










土地利用型（n=370) 25.9% 31.6% 42.4%
野菜(n=124) 17.7% 45.2% 37.1%
茶(n=68) 11.8% 50.0% 38.2%
果樹(n=75) 13.3% 46.7% 40.0%
花(n=41) 14.6% 41.5% 43.9%
畜産(n=44) 29.5% 31.8% 38.6%
その他(n=13) 15.4% 38.5% 46.2%
～1千万未満（n=386) 15.3% 40.7% 44.0%
1～3千万未満(n=199) 25.6% 38.7% 35.7%
3～5千万未満(n=37) 35.1% 18.9% 45.9%
5千万以上(n=48) 50.0% 18.8% 31.3%
あり（ｎ=297） 29.3% 28.3% 42.4%
なし（ｎ=247） 12.6% 50.2% 37.2%













第 3 因子は「労働時間」，「休日」，「労働環境の整頓」など 4 項目で構成されて
いることから「労働環境」因子，第 4 因子は「研修参加」，「情報活用」の 2 項
目から構成されていることから「研修」因子と命名した。回転前の累積寄与率
は 65.0％であった。さらに，各因子の内的整合性を検討するためにクロンバッ
クのα係数を算出したところ 0.81～0.89 と十分な値が得られた。4 つの因子を





（ 3）経営管理能力と認定農業者の特徴  
  














表 3－3 経営管理に関する自己評価の因子分析結果  
 
注 1：因子抽出には主因子法，Kaiser の正規性を伴うプロマックス法を用いた。  















.851 -.079 -.054 -.096
.828 -.012 -.068 .024
.784 .007 .073 -.084
.766 -.023 .027 -.036
.743 .048 .026 -.016
.639 .079 -.040 .054
.476 .040 -.062 .183
-.064 1.025 -.071 -.097
-.009 .931 -.044 -.070
.053 .780 .037 -.066
-.055 .570 .026 .187
.089 .570 .058 .090
.114 .448 .074 .092
-.150 -.023 .850 .011
-.075 -.023 .826 -.048
.161 .045 .641 -.004
.160 .022 .556 .043
-.049 -.071 .009 .929
.025 .060 -.030 .835
40.6 10.2 8.1 6.1























販売強化 計画・点検 労働環境 研修 平均 ＳＤ α
販売強化 - .620** .350** .492** 3.20 0.79 .887
継続改善 - .383** .471** 3.42 0.78 .886
労働環境 - .309** 3.37 0.85 .808
学習 － 3.46 0.93 .856
36 
 






















土地利用型 307 -0.12 ± 0.99 0.01 ± 0.97 0.17 ± 0.86 ** 0.02 ± 0.94
野菜 104 0.13 ± 0.86 0.07 ± 0.93 -0.39 ± 0.92 -0.08 ± 1.02
茶 60 0.16 ± 0.86 0.07 ± 0.98 -0.08 ± 0.96 0.06 ± 0.89
果樹 64 -0.06 ± 0.92 -0.34 ± 0.92 -0.12 ± 0.80 * -0.11 ± 0.87
花 35 0.54 ± 0.79 0.19 ± 0.93 0.03 ± 0.98 0.01 ± 0.76
畜産 39 0.00 ± 0.99 0.16 ± 0.94 0.13 ± 1.13 0.24 ± 0.95
その他 13 0.05 ± 0.93 -0.12 ± 0.98 -0.30 ± 0.72 -0.03 ± 0.80
F値 3.44** 1.95 5.74** 0.78
販売金額
～1千万未満 315 -0.10 ± 1.00 -0.12 ± 1.01 -0.03 ± 0.91 * -0.03 ± 0.95
1～3千万未満 173 0.11 ± 0.84 0.10 ± 0.88 -0.07 ± 0.94 0.02 ± 0.91
3～5千万未満 33 0.04 ± 1.04 0.19 ± 0.98 0.01 ± 0.83 0.26 ± 0.82
5千万以上 44 0.40 ± 0.85 0.30 ± 0.69 0.36 ± 0.89 0.31 ± 0.92
F値 4.53** 4.26** 2.81* 2.48
後継者
なし 201 -0.19 ± 0.91 -0.27 ± 0.91 * -0.24 ± 0.90 -0.18 ± 0.89
未定 143 -0.02 ± 1.06 0.03 ± 1.04 ** 0.02 ± 0.96 0.03 ± 1.02
あり 262 0.14 ± 0.83 0.18 ± 0.90 0.17 ± 0.84 ** 0.13 ± 0.88
F値 6.99** 12.58** 11.53** 6.49**
法人化
意向なし 225 -0.26 ± 1.00
** -0.31 ± 1.08 ** -0.21 ± 1.00 * -0.29 ± 0.99 ** 
どちらでもない 259 0.05 ± 0.91
** 0.11 ± 0.86 ** 0.02 ± 0.83 ** 0.10 ± 0.81 ** 
意向あり 139 0.32 ± 0.86
* 0.30 ± 0.81 0.31 ± 0.86 ** 0.30 ± 0.94

























表 3－6 アドバイザーの有無と中期計画の明確性のクロス表  
 
注：χ２検定の結果， P＜0.05 で有意 
 
表 3－7 アドバイザーの有無，中期計画の明確性別因子得点 
 
注： *P＜0.05， **P＜0． 01 ***P＜0.001 
明確 不明確 計
有 50 22 72
無 38 37 75




平均 SD t 平均 SD t 平均 SD t 平均 SD t
アドバイザー
有 65 0.63 ± 0.76 0.58 ± 0.64 0.45 ± 0.85 0.58 ± 0.82
無 73 0.08 ± 0.84 0.08 ± 0.86 0.18 ± 0.87 0.07 ± 0.96
中期計画
明確 81 0.49 ± 0.80 0.53 ± 0.78 0.44 ± 0.85 0.45 ± 0.89
54 0.10 ± 0.91 -0.03 ± 0.77 0.12 ± 0.87 0.12 ± 0.98
2.66** 4.12*** 2.16* 1.98*
不明確
n
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第 4 章 農業就業体験を通じた育児期女性の農業就業の可能性  
 























高い。15 歳以上の女性非正規就業者総数は平成 24 年に 1，394 万人，うち農業
(農業サービス業を除く)は，18 万人となっている。その年齢構成は，農業以外
では 40～ 44 歳の年齢層の割合が最も多いのに比べ，農業では 60～64 歳が最も
多くを占めている（図 4－1）。平成 19 年から平成 24 年にかけて，農業の女性
非正規雇用者は 50 歳代の占める割合が減少し，60 歳以上が増加していること
43 
 









図 4－1 女性非正規就業者における年齢構成  
注 1：平成 19 年及び平成 24 年就業構造基本調査より作成 
注 2：非正規雇用は，パートの他に派遣，契約，嘱託も含む 
 





























担当と託児担当にそれぞれ 1，200 円/3 時間で分配した。 
 
 
図 4－2 農業就業体験の仕組み 



























し，平日午前中を中心に 3 時間とした。第 2 に，就業中の託児場所として就業
体験場所に近い公共施設や体験先の事務所などを確保するとともに，託児担当
と一緒に保育に携わる保育士を手配した。第 3 に NPO 法人のホームページや SNS
での情報配信，イベントや子育て支援センター等でのチラシ配布， NPO 法人の
サービスを利用する親同士の口コミによって，対象者へ周知し募集を行った注





町の 3 市町で農業就業体験を行った。  
 
（ 3）地域の特徴と NPO 法人の地域別活動状況 
 
就業体験を実施した 3 市町における子育て世帯数を表 4－1 に示す。末子の
年齢が 0～6 歳の夫婦の世帯数は鈴鹿市が 7575，伊賀市 3006，御浜町 263 であ
る。そのうち妻が就業者である割合は御浜町が最も高い。平成 28 年 4 月 1 日
時点の待機児童数（厚生労働省［ 2］）は，3 市町とも 0 人であるが，特定の保育
所等のみ希望している者注 3）が，御浜町 0 人に対して，鈴鹿市に 57 人，伊賀市












表 4－1 末子の年齢 0～ 6 歳の夫婦の世帯数 
 
資料：平成 27 年国勢調査 就業状態等基本集計 






容，実施時期，参加者数，就業日数等を表 4－2 に示す。経営体 A，B，D では主
に茶園の遮光ネットの被覆と除去に従事した。これらは単純作業で短期間に多
くの人手を必要とする。同地域にある A， B では 2 戸に対し 28 人が 1 つのグル
ープを作り，就業と託児を行った。天候と茶の生育状況の影響で A での就業日
数が少なくなったが，A，B 合わせて 5 月上旬～7 月上旬の 32 日間，一人当たり
13.8 時間を農作業に従事した。 D では 14 人が 5 月上旬～8 月上旬の 25 日間，
一人当たり 17.4 時間従事した。 C では 12 月上旬～ 1 月下旬にかけて，主に冬
野菜の収穫・出荷作業に 13 人が 15 日間，一人当たり 6.8 時間を従事した。 C
は新たに通年パートの雇い入れを希望しており，今回の体験参加者 1 名が，子
どもの就園を機会にパート従業員として就職を希望した。 E は柑橘の摘果～収
穫作業の約 8 カ月の体験実施希望であったため，体験期間を 3 つに分け，それ
ぞれの期間ごとに参加者を募集した。就業体験期間中，経営主の妻の細やかな









あり，1 期から 2 期，3 期に引き続いて参加する人が少なく，新規参加者も増え
なかったことから，回数を追うごとに参加者が減り，1 期が 11 人，2 期 4 人，
3 期 2 人であった。 3 期参加者も 1 人が当経営体での就業を希望し，結果 A～ E
あわせて 5 人の就業につながった。 
 
表 4－2 就業体験の内容 
 
注 1：北勢地域の茶は，就労場所 2 か所に託児 1 か所で実施。 
注 2：東紀州は同じ経営体で時期を 3 回に分けて実施した。 
資料：実績報告書より作成 
 




質問紙調査により得られた参加者の概要を表 4－ 3 に示す。質問紙は直接参
加者へ手渡し，その場で記入，回収した。配布数 64，回収数 58，回収率 91％，
有効回答数 53 であった。回答者の年代は 30 代が 74％を占める。末子の年齢は
1 歳が 40％と最も多く，次いで 2 歳が 29％となっており，無回答を除きすべて
伊賀市
A B C D
法人 個人 個人 法人


























10～13時 10～13時 10～13時 10～13時 10～13時
13人 14人 11人 4人 2人
7日 25日 15日 25日 30日 11日 7日
農業従事 32人 119人 31人 81人 84人 22人 13人
保育士・
託児補助
13人 33人 39人 14人 7人

































































































加した 3 人は体験先へ就職意欲を示さなかった。 
 
































































（ 4）体験先への就職意欲を規定する要因  
 




















注 3：Mann-Whitney のＵ検定， **は 1％有意，*は 5％有意を示す 
資料：質問紙調査より作成 
 
表 4－6 労働環境と就職意欲 
 




仕事疲れ※ 3.13 ± .97 2.46 ± .78 *
通勤時間※ 3.48 ± 1.26 3.00 ± 1.15
勤務時間※ 4.33 ± .89 3.62 ± .96 *
家事育児※ 3.93 ± .92 3.00 ± .91 **
託児環境 4.10 ± 1.01 2.92 ± .95 **
コミュニケーション 4.05 ± .78 3.69 ± .63
安全対策 4.10 ± .78 3.62 ± 1.04
指示説明 4.50 ± .64 4.23 ± 1.01
多種類仕事 3.58 ± 1.28 3.08 ± 1.12
やりがい 4.43 ± .68 3.92 ± .76 *
仕事負担※ 4.15 ± .98 3.38 ± 1.19 *
柔軟な働き方 4.30 ± .76 3.85 ± .90




仕事疲れ※ 2.83 ± .83 3.00 ± 1.00
通勤時間※ 3.92 ± 1.62 3.20 ± 1.08
勤務時間※ 4.25 ± .97 4.12 ± .95
家事育児※ 4.08 ± 1.00 3.59 ± .97
託児環境 4.50 ± .67 3.61 ± 1.14 *
コミュニケーション 3.75 ± 1.14 4.02 ± .61
安全対策 4.50 ± .80 3.83 ± .83 *
指示説明 4.75 ± .45 4.34 ± .79
多種類仕事 4.08 ± 1.16 3.27 ± 1.23 *
やりがい 4.83 ± .39 4.15 ± .73 **
仕事負担※ 4.08 ± 1.24 3.93 ± 1.03
柔軟な働き方 4.75 ± .62 4.02 ± .79 **






第 4 節  考察 
 





























































































第 5 章 農業就業体験が学生の就農・就職意識に与える影響         
－Realistic Job Preview に着目して－  
 



















































よう求めたうえで，平成 27 年度に 29 経営体，28 年度に 23 経営体，29 年度に
19 経営体が体験先候補となった。この中から学生が体験先を選び，学生と農業
経営体が面談のうえ体験実施を決定した。体験実施にあたっては，経営体の通








先が決まり体験が始まる前と，体験後概ね 1 ヶ月～ 2 ヶ月の間の 2 回をいずれ
も記名式で実施した。調査項目は，各調査時点における就業検討状況と，体験
後，体験先をどのくらい把握できたかである。半構造化面接は，体験後の質問






いた学生 13 名である（表 5-1）。就業体験内容は，農業経営体の施設や圃場内
での農作業従事がほとんどで，一部直売所での販売や米の配達への同行，施設
内での加工作業，販売の企画・講習参加などの企画・事務である(表 5-2)。平




No. 性別 学校 出身 農業経験 経験の内容
A 男性 農業大学校 非農家 有 学校の実習
B 男性 農業高校 農家 有 実家の農業
C 男性 農業高校 農家 有
自家菜園の
手伝い
D 男性 大学（農学以外） 非農家 無
E 男性 大学（農学以外） 非農家 無
F 女性 大学(農学） 非農家 無
G 男性 大学(農学） 非農家 無
H 男性 農業高校 非農家 有 学校の実習
I 女性 農業高校 非農家 有 学校の実習
J 女性 農業大学校 非農家 有 学校の実習
K 男性 農業高校 非農家 有 学校の実習
L 女性 農業高校 農家 有 学校の実習
M 女性 農業大学校 非農家 有 学校の実習
58 
 














































加工，除草 8.6 0 0.3 0.4
9.3






















(Ng)を判断し分析した結果，46 の概念が得られた。それらの概念は 14 のサブ
カテゴリに分類され，さらに【業務が持つ特徴】，【物理的な職場環境】，【人的
な職場環境】，【経営の特性】，【将来ビジョン】，【待遇】の 6 カテゴリに分類さ















農作業の内容 85% 15% 0%
農業技術 69% 23% 8%
経営理念・経営方針 46% 38% 15%
職場の雰囲気 77% 23% 0%
職員の働き方 77% 23% 0%


















































表 5－4 就業体験を通じて得た情報 
 

















































































図 5－1 就職検討状況 
注：就職の検討状況について，(1)就業体験先の農業経営体への就職を考えてい
る  (2)就業体験先以外の農業経営体への就職を考えている  (3)将来農業で
独立を考えている  (4)農業関連の企業・官公庁への就職を考えている  (5)
農業とは関連のない企業・官公庁への就職を考えている，の 5 つの設問に対














































しく減少」の 5 グループに分けられた。 









表 5－5 ①就職意欲増加 
 
注：体験を通じて得た情報は，コーディングによって得られた概念の再掲で
ある。表 5－ 6～表 5－ 9 も同様。 
 
次に，②)就職意欲変化なし (表 5－6)は体験先への就職意欲が変化しなかっ










































































































































表 5－8 ④就職意欲減少 
  
 
表 5－9 ⑤就職意欲著しく減少 
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第 6 章 土地利用型法人における従業員の能力形成 
 
第 1 節  分析方法 
 
































た。現在の経営者は農業大学校卒業後，平成 2 年に 20 歳で後継者として就農し
ている。その後，家族経営で約 20ha 規模の経営を行っていたが，平成 17 年に
社長の弟が前職を退職し就農したことを機に，100ha 規模をめざして規模拡大
を進めていった。平成 23 年に法人化し，水稲 67ha，麦 27ha，大豆 32ha，露地
野菜 0.3ha を栽培する（表 6－ 1）。また，地域の農業者で結成する作業受託部
会が麦の全面作業受託 96ha，無人ヘリコプターによる農薬散布 500ha を受託し
ており，そのオペレーターとして作業も請け負う。米の 1 割強が直売で，残り
は JA 出荷である。 
株式会社ヤマヨ組の組織構成を表 6－2 に示す。役員 2 名，正社員 9 名でパ
ート，アルバイトは雇用していない。D 氏 (37)を中心に，20 代の F 氏(24)，G 氏

































社のある集落とその隣接集落を合わせた 3 集落 150ha のうち 5 割を同社が集積
しており，経営圃場の 8 割が同社作業倉庫を中心に半径 1.5km 以内に位置して
いる。 
 経営面積が拡大する際，課題となるのが作業人員の確保と機械施設の整備で









役職 性別 年齢 組織内の役割 入社年 備考
A 社長 男 45 経営全般、総括
B 役員 女 40代 事務担当 Aの妻
C - 男 77 作業全般 Aの父




E - 男 36 補助 H20 非農家出身
F - 男 24 オペレーター H23 農業大学校卒業後入社・非農家出身
G - 男 24 オペレーター H23 農業大学校卒業後入社・農家出身
H - 男 60 補助 H24 非農家出身
I - 男 52 補助 H26 非農家出身
J - 男 27 オペレーター H26 県外出身者・非農家出身








1 週間に 1 回は休みを取れる体制になっている。さらに，10 人いれば人材を育
てながら順番に世代交代もしていけると見込んでいる。法人化以降の正社員退









（ 3）従業員のキャリア・パス   
 
 ヤマヨ組では，非農家出身の若者を中心に採用し社内でオペレーターとして



















表 6－3 オペレーターのキャリア・パス 
 
 




































表 6－4 作業の見える化の取り組み 
 
 


























































































表 6－5 職場における他者からの支援  
 
 



































































1)三重県における 50～100ha 規模の土地利用型経営体数は 35，100ha 以上規模
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